


CONFIDENTIAL

目標設定へ（2011～2016年）

『物流・生活コスト、エネルギー資源・
資材確保への交易条件獲得』
アジアの経済ハブ・ダイナミズムへの参画
強力な内需導入への双方向産業づくり

▼
世界を牽引する産業づくり

“First World Ecology Hub”

被災地での復興与件と指針

2011
復興案検討
東日本大震災

－ 日本へのサービス産業の導入と共同開発
交易条件確保＝開国へのインセンティブ提供
－Japan Brandのソフト・コンテンツ産業興し
－対日投資機構、
投資集約施設の導入 対日投資庁の検討
（1兆円の内需創出）
－地域・後背地開発

産業興しへの体制化と推進
首都圏・中部・阪神等のヘッドオフィスより強くサポート
製造業／輸出可能なビジネスモデルづくり、拠点づくり

▼

産業化実施： 医療・バイオ／環境技
術／ 新エネルギー（脱原発）／ 海洋
開発（海洋牧場他）

次世代産業興し／製造業 次世代サービス産業興し
５０兆円の市場創出
１５０ 万人の雇用創出

３０兆円の市場創出
１００ 万人の雇用創出

日本（震災地、ヘッドオフィス／首都圏・中部・阪神等）への強力な内需創出。
▲

「対日投資と双方向の次世代産業づくり」と産業輸出－環境プロジェクト他
対象： 中国等アジア、中東、欧米各国他の大規模プロジェクトへ導入。

投資家・起業家を
集約、導入

被災地と、
主要産業拠点より
産業輸出

中国政府・温家宝首相が
威信をかけ推進。
×シンガポール政府
MAH Bow Tan大臣
Keppel G（政府系企業）

▼
日本との双方向ビジネスモデルづくりと導入を
中国・シンガポール政府が承諾。

産業輸出に向け、日本での姉妹事業推進

日本国内内需
環境切り口、50兆円150万人雇用
アジア（中国他）、中東、欧米各国他への輸出。

先行役：日本より新産業輸出の足掛かりとして、
「天津エコシティ」への産業輸出。

長引く景気低迷より、新成長戦略に向け、新政権での環境を柱の総合戦略／2010
▼

第2回目の開国機会と推進／ 『日本創成のための「経済ハブ推進会合」（既6回会合） と、
「同基本法・推進内容」』 の、復興策としての検討。

5年間で100兆円市場創出、被災者を含め300～500万人雇用創出

アジア経済の取り込み必須より、第1回目の開国機会。
⇒失敗（神戸市が外資港湾オペレーターを拒否／香港・シンガポール資本を鈴木が準備

⇒米国より港湾制裁⇒翌年より周回遅れ）
アジア経済の再編時期との重なり（WTO移行、香港返還による資源再編）。
日本取り残しの危機感大 ⇒神戸－アジアをつなぎ、対日投資を柱に経済特区検討。

鈴木→貝原知事へ提唱。復興案として決定。

▼

復興案としての優先事業
「被災地及び首都圏での次世代産業興しと産業輸出」
“First World Ecology Hub” としての、
①医療・バイオ／農林水産、 ②環境技術、
③新エネルギー開発（原発に代わる次世代の産業）、
④宇宙開発、⑤海洋開発（新エネルギー、海洋牧場他）等

「被災地での現業復旧」 ＋ 「次世代産業の張り付けと
産業輸出による内需拡大」 を戦略的に実施。
（日本の復興と、TPP参画を含む開国への重点施策として）

▼

1995
阪神淡路
震災時：

阪神淡路震災時よりはるかに加速するアジア経済圏。中国他の台頭。

アジア核
世界へ産業輸出

強力な内需導入

被災地 産業・企業ヘッドオフィスより

●エンタープライズ法整備（各種規制の見直しと優遇措置）による資源集約、後背地への産業化
●国内外の民間投資集約 （起業家導入と成長支援）⇒環境重視の産業創出、優遇措置
●海外からの投資家・起業家へのセキュリティ・インセンティブ整備
外国の医師、薬剤師、調理師、介護福祉士等の資格要件緩和、行政文書の英語記載、外国学校法人による設立認可 等

●人・モノ・サービス・投資・知識資源・エネルギー資源を集約、確保のためのあらゆるインセンティブ提供と実施

対象： 製造業工場跡地、臨空・臨港用地
例）天津エコ姉妹事業（東京台場オートメーカー再開発）用地

内閣主導、強い政治力・
プロデュース力必須

[復旧・復興予算（公共事業含）]
２０ 兆円～（見込み）

１００万人超の雇用創出（被災者雇用）

「新しいサービス経済」への移行検討
先行：シンガポール政府

試案作製 ： 鈴木浩二
顧問： 唐津 一 / 石原信雄

改訂 Mar. 2011
取扱注意

東日本大震災 復興試案

創り出した
内需パイを還元

累積・喪失した
「交易条件の
取り戻し」と「強化」

「被災地」を含む
『日本の復興原資の獲得戦略』と、
内需パイの被災地への還元

●被災地の起業家、技術者への
首都圏・中部・阪神等からの空き工場、
設備、機械等、住宅を含む優先貸出し

被災地での法整備より、強力な内需・雇用創出 ---- “First World Ecology Hub”

被災現地の復旧と、生活復興・産業復興の支援。
エンタープライズ（特恵地域）法整備の適用検討

↑阪神淡路震災時の経済特区検討の失敗を反省

現産業の立て直しを支援。
（漁業、水産加工、農業、製造部品・組立て等）
各種インセンティブ提供により、被災地からの企業引揚げ、再建断念を防ぐ。

2011-16

次世代産業興しを支援。

新日鉄（釜石）「鉄から新産業への移行」（1985～）
（新日鉄／日鐵商事⇒鈴木へ依頼・提案、実施）

東北、北関東にハイテク産業定着。当エリアに各種製造業の技術者が存在。

震災により主幹工場が被災。日本経済に大きく打撃。
（住宅、工場、道路、港湾等インフラの被害総額16～25兆円）

還元 還元

2011-16

2011-16 
被災地より起業家・技術者を
集約。復興プロジェクトへ参画。

日本の復興原資獲得への具体的な戦略立てと実施

（既進行：鈴木＋日本チーム）
















































